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財源見合い以外の
事務を実施する場
合、住民からの負担
を求めることができ
ることも検討。 

基礎的自治体の事務の一部を処理する（財源は基礎
的自治体から）。 

議決機関 

・公選による（住民
総会による選出を
可能とすることも
検討）。 

意見具申 

報  告 

執行機関 
・基礎的自治体の長
による選任又は議決
機関の互選。 

合併市町村（基礎的自治体） 

納
税
・
首
長
等
の
選
出 

課
税
・
行
政
サ
ー
ビ
ス 

住 民 
構成員を選出する 

 

基礎的自治体の組織の一部として事務を分掌する。 

地域審議会 
（諮問機関） 

・委員は公選又は住
民総会による選出
を可能とすること
も検討。 

意見具申 

合併市町村（基礎的自治体） 

事務局 

地域自治組織(旧市町村単位)

納
税
・
首
長
等
の
選
出 

課
税
・
行
政
サ
ー
ビ
ス 

住 民 
委員を選出する 

地域自治組織の長
・基礎的自治体の長
による選任（あらか
じめ地域審議会の意
見や基礎的自治体の
議会の同意を得るこ
とも検討）。 

執行機関 議決機関 議決機関 執行機関 

事務局 
基礎的自治体からの
派遣又は兼務。 

行
政
サ
ー
ビ
ス 

行
政
サ
ー
ビ
ス 

地域自治組織(旧市町村単位) 

※いずれのタイプも法改正が必要となる。 

資料 地域自治組織のイメージ図（第２７次地方制度調査会で決定した「今後の地方自治制度のあり方についての中間報告」の地域自治組織について） 

・地域自治組織① 行政区的タイプ 
（法人格を有しないもの） 

・地域自治組織② 特別地方公共団体タイプ 
（法人格を有するもの） 


